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中国企業労働者の意識構造

一所属企業(工 作単位)の 社会的意味付けをめ ぐって一

松 戸 武 彦*

TheconstitutionofconsciousnessinChineseworkers

TakehikoMATSUVO

1問 題 設 定

1989年6月4日 の天安門事件を一つの起点 とし、その後およそ一年半に亙 る東欧社会主義圏

の急速な崩壊と変質は、われわれ西側社会に暮らしている人間にとっても目を見張るものがあっ

た。そして、そ うした急激な社会変動が、社会科学者に社会主義 とは何か、とい う問いを改め

て呼び起 こしたことも自然な流れである。 しかし、この問いは、少 し考えるとわかるようにわ

れわれ西側社会の優位を称賛 した り、あるいは過去の遺物になろうとす るものに対する回顧的

な興味によって発せられたのではない。む しろ、崩壊 しつつある社会主義社会はその崩壊過程

の中でわれわれ西側社会の自己理解のための鏡としての役割を演 じたように見える。たとえば、

市場 という制度はわれわれの社会の中では経済制度 とい う限定 した視点から問題にされること

がほとんどである。しかし、市場 という制度がほとんど機能 していなかった社会の崩壊を目の

当りにし、そこでの人々の不満のありようをみると、経済分野に限定されない、社会的世界で

の、その役割の大 きさに気づかされる。われわれは、市場 とい う"現 象"に よって自分の持つ

資産の少なさ、社会的地位の不十分さ、等々に自分なりの納得をつけ、一種の社会的公正感を

抱 き続けることができていることに気づ く。言い換えれば、われわれの社会では、市場は自分

に関連 して くる諸々の事象に自分なりに得心を与え、社会的公正感を生み出す社会的装置の一

つとして働いていたのである。もちろん、このことは、今まで社会科学者の間で全 く気付かれ

なかったというわけではない。 ヴェブレソを先達 とする制度学派の議論や近年の ラディカル経

済学の問題意識はこのことを当然問題にした。 しか し、社会主義社会の崩壊過程は、 この議論

に強烈 な現実感を与えた。

そ して、こうした問題関心のあ り方は当然次のような問題認識に行 き着 く。つまり、社会主

義 とは何か、とい う問いは、特定の経済や法制度の研究のみによっては答えられない問いであ

ることの認識である。社会主義経済体制というものはそれが一定の安定性をもって、体制とし

て機能 している限 りで単なる経済や政治現象の次元を越えて、その中で暮 らしている人々の社

会的世界の秩序化に関する基本原理、あるいは照準枠 として働いていたのである。これは、言

われてみれば至極当然の認識であるが、また社会主義社会に対する社会学的研究の必要性の決

定的な根拠である。 したがって、社会学者にとって、社会主義とはなにかという問いは次のよ
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うなものにならざるをえない。すなわち、社会主義体制によって枠取 られ、刻印された社会的

世界がいったいどのようなものであるのか、とい う問いである。換言すると日常生活に近いレ

ベルで、社会主義社会における社会的世界の秩序化のあ り方を問 うものである。ではいったい

産業労働の領域で社会主義的な社会的世界はどのように秩序化されていたのであろうか。 この

ような問題意識に立つときイギリスの産業社会学者たちによって提起 された論点は重要な示唆

を与えて くれる。

労働者意識の国際比較をしようとす る場合、比較の前提となる制度や現象の社会的意味付け

が大 きく異な り、われわれが常識として持つ社会的文脈の上での分析が妥当性を持たない、と

いうことが しばしば生 じる。H.Goldthorpeら によるルー トソ調査の中で、労働満足度の規定

要因を考察する際に彼らが 「労働志向」 という概念を持ちだし、労働に対する主観的意味付け

の意義を"発 見"し たのも、 このことと密接に関連する。つまり、ある現象に対す る評価や判

断と言っても、そもそもそ うした事象にどのような意味付けがなされているかが検討 されなけ

れば評価や判断 自体 を聞いて もあまり意味がないとい うことである。 しかも、彼 らはそうした

「主観的意味付け」が単に個々人の偶然的要素だけに依存す るのではな く、社会的広が りを持

ち、"社 会的"意 味付けとして取 り扱い可能なものとして考察を加えた。1)

中国企業労働者の労働 一生活世界を理解 しようとする場合、このことは特に注意を要する点

である。なぜなら、産業労働という領域は近代工業社会の成立 と不可分の関係にあり、基本的

な用語や概念枠組が西側先進工業諸国の価値観や考え方、より広 く言えば社会的世界に対する

理解の様式によって色濃 く刻印されているからである。 したがって、訳語の上では同値 に見え

る社会的諸要素が 日本も含めた西側先進工業諸国と比較 した場合、中国企業労働者の社会的世

界の中では、我々の常識とは異なった社会的意味付けを与えられている可能性がある。(中 国

社会の場合、とりわけ非近代的要素 と社会主義経済体制 とい う2つ の要素によって社会的意味

付けの方向性が与えられていると考えられる。)し たがって、中国企業労働者の社会的世界の

理解には、社会的諸制度、あるいは諸要素にどのような社会的意味付けが行われているかを理

解することが決定的に重要になって くる。そ して、このような意味で、つま り社会的意味付け

が関心の焦点をなす という意味で、一つの重要な論点を成すのが社会主i義社会における 「企業

活動とは何か」という問いである。われわれの社会では多 くの場合、 自明な前提として、考察

の対象にならない 「企業活動とは何か」 という問いが社会主義社会の動揺の過程で極めて大 き

な問いとして見えてきたのである。そ して、私の見るところ社会主義圏を主 な研究対象 として

いる社会学者たちはこの問いに対 して 「所属企業」、中国語で言 う 「工作単位」という社会的

要素に対する社会的意味付けを問題 にす るとい うかたちでアプローチ しようといている。2)も

ちろん、従来から中国社会を理解す るには 「工作単位」の理解が必要であるという言い方はよ

くなされてきた。昨今の社会学者の問題意識 も当然この ような文脈の延長線上にあることは明

白であるが、中国企業労働者が 「工作単位」にどのような社会的意味付けを与えているかが関

心の中心を しめる、という意味です ぐれて社会学的であ り、また、同時に中国社会の揺れの基

層にある、社会主義社会に対する中国企業労働者のアソビヴァレソ トな感情のあり方を 「所属

企業」に対する社会的意味付けの中国的特異さを通 して考察する、とい う意味で現代的である。

本稿の問題意識もこうした文脈の中に位置 しており、目的は中国天津市でおこなわれた意識調

査の結果 を分析することにより、所属企業に対す る中国企業労働者の社会的意味付けのありよ

うを探 ることにある。

調査は1990年2月 に天津で行われた。対象企業は9企 業で、その産業別 とおよその従業員規

模は以下の通 りである。対象企業の経営主体はすべて全民所有制で、国営企業である。A企 業
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(冶 金 、1400名)、B企 業(航 空 関係 機 材 、3000名)、C企 業(建 築 材 料 、5000名)、D企 業

(紡 績 機 械 、5000名)、E企 業(ボ ソ ペ 、1000名)、F企 業(計 測 機 器 、2000名)、G企 業

(製 薬 、1000名)、H企 業(絨 毯 、1000名)、1企 業(百 貨 店 、1500名)

以 上 の 企 業 か ら各 企 業 ごと に100名 づ っ合 計900名 を多 段 層 化 比 例 抽 出 に よ って 選 ん だ 。 回 答

の 回 収 はG企 業 の7名 の み 脱 落 で 、 合 計893名 あ っ た。3)

II所 属企業の社会的意味

ここでは、まず単純集計をもとにして所属企業に対するかかわり方をみていこう。ただ、所

属企業に対するかかわり方と言ってもい くつかの側面があることがわかっている。 ここでは大

まかに言って次の3つ の側面に分割 して調査表の中に組み込んでいる。1.企 業全体に対する

態度、2.組 織過程に関する関与意識3.キ ャリア(組 織内昇進)に 対する態度。

1に ついては次のような結果になった。(以 下の%値 については未記入を除 く)

1A企 業利 益 と従 業 員 利 益 の 関 係:

1.二 者 一 致87.9%

2.二 者対 立3.5%

3.考 え た こ とが な い8.6%

1B所 属 企 業 に 対 す る態 度:

NA=21

1.全 身全霊、企業の存亡と発展のために奮闘59.8%

2.普 通の情熱、与えられた仕事はきちんとやる33.2%

3.企 業は給与を貰 うところにすぎず、家計のために仕事を続けざるをえない7.0%

NA=11

1C

1.

2.

3.

4.

5.

企業経営困難時、運命を共にす るか

強 くそ う思 う54.3%

ま あ そ う思 う31.3%

どち ら と も言 え ない11.3%

あ ま り思 わ な い2.3%

全 く思 わ な い0.8% NA=6

2の 組織過程に対する関与意識については、

2A所 属企業の経営方針や生産計画に対する態度:

1.管 理者層の仕事、意見を言 うべきではない10.4%

2.企 業 と助け合 う立場に立ち、積極的に意見をのべる58.6%

3.意 見を言っても管理者は取 り上げない、言 ってもむだ31.0%

2B所 属企業の管理制度を改善時、管理者の態度:

1.従 業員の意見を求める必要はない

2.何 を変え、どのように実施するべきか従業員 自らに決めさせる

3.形 式上は意見を聞 くが、実質的に管理者が決めるべき

4.法 に則 り、従業員代表大会の職権を守 り、民主的手続 きの下で処理

NA=27

NA=29

4.3%

17.4%

13.6%

64.7%
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3の 昇進意識については、

3A今 後どのような職業経歴を望むか:

1.企 業長や社長のような企業管理者になりたい

2.職 場(車 間)主 任や班組長のような普通の管理者(幹 部)に はなりたい

3.専 門の技術職員になりたい

4.与 えられた仕事をきちんとやるだけでよい

5.自 分の技能を生かして、企業を起 こす

6.そ の 日ぐらし、行 き当た りばった り

7.条 件が許せば、退職 し家庭に入 りたい

NA=28

3B企 業における自分の地位を上げることを望むか:

1.強 く望 む

2.比 較 的 望 む

3.な ん と も言 え な い

4.あ ま り望 ま な い

5.全 く望 ま な い

27.0%

35.1

20.4%

10.6%

6.9% NA=19

5.3%

8.0%

19.9%

58.5%

3.7%

2.0%

2.7%

以上のような結果になった。

これは概略次のようにまとめられるだろう。まず、 「企業全体に対する態度」では非常に強

い企業志向性、企業一体感が表明されている。 しか し、一方で組織過程への関与意欲は、2A

の経営方針、生産計画への態度を見ると 「管理者専決事項」、 「言ってもむだ」の合計が41.4

%に のぼり、必ず しも高 くないことがわかる。 また、2Bを みると結局のところ従業員代表大

会(職 工代表大会)4)に任せて しまうという態度がはっきり出てお り、関与意欲は低 いと言 っ

ても良いくらいである。 さらに、昇進志向は3Aで 見る限 り弱いことがわか る。ただ し、3B

では50%を こえる人達が昇進意欲を示 している。 このデータは矛盾 しているようだが、次の点

から全体 としての昇進意欲はあまり強 くないと考えられる。一つは、1Aの 「与えられた仕事

はきちんとやる」に33.2%が 落ち、3Aの 「与えられた仕事をきちんとやるだけ」に58.5%が

入るところを見るとある種の自負に裏打ちされた、他との関係への無配慮という態度が浮かび

上がってくる。 これは自分の親 しい領域に閉じこもる、という意味で昇進志向とは相入れない

志向性である。また、3Bの 「企業内の地位を上げたいか」 とい う設問が中国の企業社会の中

では必ず しも昇進意欲を聞いていないのではないかとも考えられる。つまり、中国の企業社会

の現状では企業内の地位の向上は必ず しも班組長一職場(車 間)主 任一企業長(工 業長)と い

う管理職系列の上昇だけを意味するものではな く、工会5)や党の系列を上 るものがあり、必ず

しも前者が後者を押えているわけではない、とい う事情がある。表1は3A(職 歴志向表1)

と3B(企 業内地位向上欲求)を クロス したものである。 この表をみて も管理職志向のある人

は企業内地位向上欲求が確かに強いが、企業内地位向上欲求が管理職志向と必ず しも結び付い

ていないことがわかる。 したがって、いわゆる"え らく"な って各種の影響力を行使すること

に魅力はあっても、実務としての企業経営にタッチすることを意味する管理職系列での上昇意

欲は必ず しも高くない可能性が強い。
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表1職 歴志向 と企業内地位 向上欲 求の クロス

企 業 内 地 位 向 上 欲 求

Frequency

Percent

RowPct

ColPct

企業長や'Cl.:長の

よ うな 上級 管

理 者 に な る

欝騰

瀦

職

業 専門の技術要員

に な る

経 与えられた自分

の仕事をきちん

と や る だ け
歴

志

技能を生かして

企 業 を 創 立

向

いきあたりばっ

た り

条件が許せば退

職 して家庭に入

る

強 く 望 む

20

2.36

43.48
..

23

2.72

34.33

10.18

43

5.08

25.60

19.03

116

13.70

23.43

51.33

16

1.89

51.s1

7.08

2

0.24

11.76
..

6

0.71

26.09

2.55

あ る程 度
望 む

14

1.65

30.43

4.71

32

3.78
47.76

10.77

68

8.03

40.48

22.90

1ss

19.60

33.54

55.89

11

1.30

35.48

3.70

2

0.24

1].76

0.67

4

0.47

17.39

1.35

どち ら とも

言 え な い

7

0.83

15.22

4.07

10

1.18

14.93

5.81

29

3.42

17.26

16.86

110

12.99

22.22

63.95

3

0.35
・ …

1.74

5

0.59

29.41

2.91

8

0.94

34.78

4.65

あ ま り

望 ま な い

2

0.24

4.35

2.17

n∠

4

Q
》
7
5

2

0
ゾ
ー
⊥

∩
V
9
臼
9
臼

19

2.24

11.31

20.65

62

7.32

12.53

67.39

1

0.12

3.23

1.09

3

0.35

17.65

3.26

3

0.35

13.04

3.26

望 ま な い

3

0.35

s.52

5.00

0

(U
(U
(U

O

(U
(U

O

(V
(U

9

1.06

5.36

15.00

41

4.84

8.28

68.33

O

o.00

0.00

0.00

5

0.59

29.41

8.33

2

0.24

8.70

3.33

Total

46

5.43

67

7.91

168

19.83

495

58.44

31

3.66

17

2.01

23

2.72

Total226297

26.6835.06

FrequencyMissing=45

172

20.31

92

10.86

so

7.08

847

100.00

以上概括 してきたが、一見 して1の 企業全体への態度 と2、3(関 与意識 ・昇進志向)と は

矛盾する結果のように見える。 〈非常に高い所属企業への一体感 ・献身性〉と 〈組織過程への

低い関与意識 ・低い昇進意欲〉とい う矛盾である。

このような一見矛盾 した結果に対 して整合的な説明を加えようとするなら、次のようない く

つかの考え方があ りうる。まず、 〈非常に高い所属企業への0体 感 ・献身性〉は、公認イデオ

ロギーへの同調を示す社会主義的建前であるか、職場の上下関係を配慮 した、非常に表面的な

回答であると考えるものである。天安門事件以降の中国社会の状況はこの見方に一定の支持を

与えるように見える。 しかし、この調査における他の質問への回答は必ず しも上の見方に肯定

的な結果になっていない。たとえば、勤務先の管理者との関係を問 うた質問では、非常に良い

14.9%ま あ良い36.4%ど ちらとも言えない46.7%あ まりしっくりいっていない1.5%

全 くうまくいっていない0.5%

となり、積極的に 「良い上下関係」を表明する人は50%を 少 し越えるだけである。また、所属
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企業の民主的管理制度について も 「ふつう」以下が57.1%も ある。さらに、 「人々の間に競争

があり、一部の人が労働を通 じて先に豊かになる」 と 「人々の間に競争がな く、みな同 じレベ

ルの生活をす る」 とい う二つの意見への賛否を聞いた質問では前者が80.8%の 高率を示 した。

これらの結果は1A、1B、1Cか ら出て来た、 〈非常に高い所属企業への一体感 ・献身性〉

が必ず しも同調を示す、表面的回答ではなく、一定の妥当性を持 った回答であることを予想さ

せる。 しかも、たとえこれら1A～1Cの 回答が表面的な回答であったとしても、次の疑問が

残 ることはまちがいない。つまり、 「所属企業への一体感 ・献身性」では高い同調性が見られ

たにもかかわらず、なぜ組織過程への参与関心や企業内昇進意欲では同様な同調性、表面性が

見 られないのか、という疑問である。

では、組織過程への参与関心が必ず しも高 くないことや企業内昇進意欲がむしろ低いことは

どのような説明が可能であろうか。少な くとも、熊沢誠氏を嗜矢 とするようなイギ リス労働運

動研究者の描 くイメージ6)からすれば、す ぐれて"労 働者的"態 度であるとは言えよう。そこ

では企業経営の論理に搦め捕 られることへの拒否から、協調的、参加型の組合運動への反発が

みられるとともに、生半可な昇進を拒絶 したところから生まれる、相対的に独立 した論理をも

つ労働社会に労働者は生み込 まれ、そこで育まれ、そこでのメソバーであることに一種の誇 り

を持つようになる、 というプラス ・イメージが語られる。中国企業労働者もこうした"伝 統的

近代労働者"と で も形容 した くなるような労働者像を共有 しているのだろうか。

本調査の結果を見 る限りそのような共有はありそ うもない。1Aの 「企業利益 と従業員利益

の一致」項 目に見 られるような、高率な利害0致 見解は別にしても、次の質問への回答は、熊

沢的労働者像の共有を否定 している。すなわち、 「企業が人余 り現象克服のために取 った人員

削減措置への賛否」において、52.7%の 人々が賛成を表明し、反対は31.3%に 留まった。(ど

ちらとも言えないが16.0%)

とするならば、組織過程への参与関心が必ず しも高 くないことや企業内昇進意欲がむ しろ低

いことは、イギリスやアメリカの労働者が歴史の過程で、あるいは労働運動の展開過程で多 く

の苦汁の対価として作 り上げて来たような、自覚的な選択 としての態度表明(も ちろんモデル

としての意味合い もあるが)で はな く、む しろ、 自然的に存在する管理者層 と一般労働者層の

断絶を即自的に表明したものと解釈 した方が良いことになる。企業経営の論理に巻き込まれる

ことによる"働 いてしまうこと"へ の自覚的不安ではな く、ただただ面倒臭いものには関与 し

た くない、というかな り消極的な意味合いをもつ態度だと想定できる。とはいえ、この自然的

断絶は、自覚的断絶に比 して深刻でないわけではない。むしろ、自然的であるゆえに深さはよ

り深い可能性があり、相手の論理に対する無知、無関心 ということもあって、その奥には制度

的解決チャソネルを見いだ しがたい、決定的な敵意が潜んでいる可能性があろう。ただ、この

ような意識のあり方が中国社会の伝統性に由来す るものか、それとも社会主義によって もたら

されたものかは俄かには判断 し難い。 しかし、中国社会の経験は伝統社会とスター リソー毛沢

東型社会主義との親和性とい う興味あるテーマに我々を誘 うことはまちがいない。それは、ま

た、伝統社会と社会主義の出会いが近代社会の基本原理である自由や平等に対 して日常生活 レ

ベルでどのような社会的意味付けを与えていったかという問いを考えることでもある。

では、このような管理者層 と一般労働者の"自 然的"断 絶観に基礎付けられた 「組織過程へ

の参与関心が必ず しも高 くないことや企業内昇進意欲がむ しろ低い」という意識構造から 「非

常に高い所属企業への一体感 ・献身性」はどのように解釈できるだろうか。そこでは同調的、

表面的態度として一蹴 して しまわなくて も整合的解釈の余地はあるようにみえる。文字どおり

調査結果を読めば、ここで表明されていることは、まずもって所属企業に対する高い帰属意識
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であることはまちがいない。 したがって、高い帰属意識が組織過程への高い関与欲求に結び付

かないのは何故かと言う、現代中国の経済 ・企業社会が抱える根本的な問いが、ここで も繰 り

返されることになる。その場合、どうい う意味での帰属意識か、何故帰属意識を持つようにな

るのか、という問いが焦点になるように思 う。原理的に考えた場合、一一般に、ある組織への帰

属意識が高まる場合、二つの方向性があると考えられる。一つは、組織 目標 と自己の目標が重

な り合い、組織内での各種活動を通 して自己実現欲求が満たされていく場合である。ここでは

組織内での各種活動への関与を通 じてのみ成員は自己にプラスになる恩恵を受け取ることがで

きる。言い換えれば、所属成員は自らの活動を通 じて組織からプラス要素を受け取るのである。

もう0つ のタイプはその組織から去ることが当該成員にとって大 きなマイナスを意味する場

合である。そ こでは、その所属成員であること自体が、大きな剥奪要素を防 ぐとい う意味で、

組織から 「マイナスにならない要素」を受け取るのである。そ して、大事なことはこのような

観点に立っても所属組織の大切 さは前者と変わらないとい う点である。あるいは、む しろ選択

の余地が無いという意味で前者 よりも大切に思 う度合は高いかもしれない。

いま前者を 「プラスを獲得す る帰属意識」、後者を 「マイナスを防 ぐ帰属意識」と呼ぶなら

ば、本稿の文脈で重要なことは、中国の企業が事実の文脈でとちらかのタイプの組織に分類さ

れるかではない。現実の中ではどういった組織 も両者の側面を分け持っているからである。そ

うではな くて、中国の企業労働者が所属企業をどのタイプのものとして意味付けているかであ

る。企業の枠 を越 えた公共的=社 会福祉制度が未成熟である、労働市場の形成が事実上閉ざさ

れている、民主集中の原理がマクロ・レベルだけでな く、ほとんどの組織における組織原理に

なっている、一 こうした状況は労働一社会生活における日常的な相互行為をとお して所属組

織の社会的意味付けに不断に影響を与えているに相違ない。

以上の考察から中国の企業労働者の中で主流となる、所属企業に対す る意味付けは、所属企

業を非常に大事だとする思いと実際の組織過程への低い関心度とを両立 させるものになる。こ

うような関係 に対 しては、とりあえず所属企業に対す る外在的志向性を指摘 してお くことは必

要だろう。Goldthorpeら の 「手段的労働志向」のひそみにならうなら手段的組織志向とい う

呼び名を与えても良いだろう。

ただ、この場合次の注意は必要である。つまり、 「手段的労働志向」は労働に対する外在的

かかわりあいを表 していると同時に、生活全体の中での労働 自体に対す る低い価値評価をも含

意 していた点である。 しかし、本稿が問題に している組織に対する手段的志向性は、たしかに

組織に対する外在的かかわり方を意味 してはいるが、生活全体の中での組織に対する低い価値

評価を含んでいない。所属組織は依然 として大事である。 しかも、そ こでの外在性は 「手段的

労働志向」が含意 しているような対 自性を欠き、む しろ即 自性によって特徴付けられる。 した

がって、このように考えて くると西側工業国の産業社会学の中で開発 されてきた、 「かかわり

方の外在性一内在性」という切 口だけでは必ず しも十分ではな く、社会主義社会にとって企業

活動はどのような社会的意味付けを与えられているのだろうかという、より社会的世界の内部

構成に関す る問題に直面せざるをえな くなる。

ここで、我々はそもそ も分析の出発点から誤っていたのではなかろうかとい う危惧に襲われ

る。つまり、企業活動という言葉に幻惑 されて来たのかもしれない。我々は企業活動という用

語を使 う場合、財やサービスを作 り出し、売買する活動をその中心に置 くことを自明の事とし

て きた。 これが我々の社会の中で企業活動に第一義的に付与 された社会的意味である。早い話

が本調査 も含めて、そのほとんどが調査の設計上こうした社会的意味付けを自明の前提 として

使用 しているように思 う。そ して、このことは中国の研究者が作成 した調査 もそ うであるよう
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である。7}しか し、小宮氏が中国には企業はないと考えた、8)方向をたどってみると企業活動へ

の異なった意味付けの可能性が出て くる。つまり、中国の企業労働者にとって企業活動は、ま

ずもって 「工作単位生活」であるとい う点からみても、企業活動は財やサービスを作 り出 し、

売買する活動としてよりむ しろ、生活を支える諸活動 として意味付けされていると見て良いだ

ろう。そ して、このような見方を取 るとき、さきほどの 「組織過程に対する外在的なかかわり

方」 という事象もより良 く理解可能になる。つまり、彼 らが外在的にかかわっている組織過程

は財やサービスを作 り出 し、売買する活動の系列であり、それらはそもそも彼らの 「企業活動」

の中では第二義的な意味合い しか持たない ものであり、その外在性は当然の事態であると考え

られる。 より内在的にかかわらなければならない組織過程は他の部分にある。 このことは我々

の知的分析道具が もつ、決 して表明されない含意を明らかにする。つまり、かかわり方の外在

性一内在性を問題にする場合、かかわる対象の重要性は研究者にとって自明だという点である。

いいかえると、対象が重要だからこそ外在的かかわりあいが問題にされ、分析の対象たる価値

が出て くるのである。

さて、ここで我々は 「社会保障体系としての企業」 という、我々の常識からみると大変奇妙

な概念にたどり着 く。 しかし、このように考えて初めて彼 らの社会的世界が理解可能なものに

なろう。 とはいえ、このことを本調査の中から実証す ることは大変困難である。そもそも、前

述 したように調査の設計自体、企業活動を財やサービスを作 り出 し、売買する活動 として考え

ているのだから当然である。 しかし、次の結果はこのような考 え方を支持するものと言えよう。

表2は 人員削減措置に対す る賛否の数値である。また、表3は 経営効率が悪いという理由で賃

金カッ トをすることへの賛否である。人員削減措置の方が賃金カットよりも当然深刻な"合 理

化"策 なのだから人員削減措置に対する反対の方が多いと予想されたが、結果は表のように逆

になった。この結果は表2だ けを見 るならば、必要があればどんどん解雇をしても良いと言う

ことを表 しているように見える。 しか し、賃金カットへの抵抗を考慮に入れると、この結果に

対する解釈は、要するに人員削減措置に対するリアリティが中国企業労働者の中にほとんど無

いということだろ う。重大犯罪のような、よほどの事が無い限 り解雇はしないし、できるもの

でも無いというのが中国社会主義社会の重要な社会的合意事項であるとはよくいわれてきた。

倒産と解雇が無いことはす ぐれて社会主義社会の資本主義社会に対する優越性を証明するもの

であった。そして、このことは表2の ような質問自体が現時点では社会的 リァ リティを持たな

いほど労働者の間に血肉化 していると考えたほうがよい。言い換 えると、彼 らの 「工作単位」

は彼らの生活を支えることを絶対にやめない、 という確信は改めて表明する必要が無い、自明

の事実になっていると考えられる。それは、我々の社会にあっては企業活動は財やサービスを

作 り出 し、売買する活動であると殊更言明する必要が無いことと同 じことである。

表2人 員削減措置 に対す る賛否

Frequency percent
CumulativeCumulative

FrequencyPercent

賛

反

成

対

どちらとも言えない

495

273

139

52.7

31.3

ls.o

FrequencyMissing=21

459

732

871

質問:企 業が人余 り現象克服のために採 った人員削減措 置に対 して
いかなる見方 を持 ってい ますか。

52.7

84.0

100.o
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表3奨 金 カ ッ トに対 す る賛 否

CumulativeCumulativeFrequencypercent

FrequencyPercent

賛

反

成

対

どちらとも言えない

300

485

87

34.4

55.6

10.0

FrequencyMissing=20

300

785

872

質問:も し企業 が経営効率が悪 いとい う理 由で従業員の奨金を カ ットす るとす
れば、 これ に対 してあ なた は、

34.4

90.0

loo.o

III社 会的意味付けの変容とその帰結(ま とめにかえて)

前章では 「社会保障体系 としての企業」とい う我々の常識では大変奇妙な概念が所属企業に

対する中国企業労働者の社会的意味付けとして最も妥当であり、それを基に して初めて所属企

業に対する中国企業労働者の意識構造が理解可能になることを示 してきた。

しか し、一方で改革 ・開放政策に起因する最近の中国社会の社会変動は、上記の社会的意味

付けに一定の変動を促す可能性を否定できない。そこで、本章では、まとめもかねて、 「所属

企業に対する態度」、および 「経営方針 ・生産計画に対する関与意欲」の規定要因から変容の

影響 と方向を探ることにす る。

表4、5は それぞれ 「所属企業に対す る態度」、および 「経営方針 ・生産計画に対する関与

意欲」の結果に対 してフェイス ・シー ト項 目を説明変数とするSASのGLMプ ロシイジャを適

応 して得た分散分析表である。表における(TYPE3)そ れぞれの説明変数のF値 を見て分か

るように 「所属企業に対する態度」、と 「経営方針 ・生産計画に対す る関与意欲」に対 して効

いてくる説明変数は異なっている。つまり、 「所属企業に対する態度」には共産党員一共青団

員一非党派(民 主諸党派を含む)と い う 「共産党の活動 との関係」要因が最 も効いてお り、

「経営方針 ・生産計画に対する関与意欲」には企業別要因が最 も効いており、いずれもそれ以

外の説明変数の規定力は弱いことがわかる(5%の 棄却域)。
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表4「 企 業 に 対 す る全 般 的態 度」 を 目的変 数 と し フ ェー ス ・シ ー ト項 目を説

明 変 数 とす るGLM分 析 の 分散 分 析 表

GeneralLinearModelsProcedure

DependentVariable:V17

Source

Model

Error

CorrectedTotal

Source

V1

V101

V102

V104

V106

V110

V111

V112

V116

V118

V119

V120

Source

V1

V101

v102

V104

V10fi

V110

Vlll

V112

V116

V118

V119

V120

DF
Sumof

Squares

Mean

Square

5034.367364450.68734729

573210.991609910.36822270

s23

R-Square

O.140070

245.3589743fi

C.V.RootMSE

41.33752 0.6068136

DFTypeISSMeanSquare

86.348596350.79357454

10.253208560.25320856

42.015374320.50384358

29.590184224.79509211

50.473588190.09471764

43.941392220.98534806

73.527728340.50396119

11.144332531.14433253

10.093219330.09321933

30.474951080.15831703

85.019862990.62748287

61.484926320.24748772

DFTypeIIISSMeanSquare

85.177365520.64717069

10.001594010.00159401

41.445904010.36147600

22.388171541.19408577

51.740667870.34813357

41.583726000.39593150

72.7098fi2240.38712318

10.884112470.88411247

10.159092400.15909240

32.750961410.91698714

85.192341130.64904264

61.484926324.24748772

FValue

1.87

FValue

Z.is

0.69

1.37

13.02

0.26

2.68

1.37

3.11

0.25

0.43

1.70

o.s7

FValue

1.7s

0.00

0.98

3.24

0.95

z.os

1.05

2.40

0.43

2.49

1.76

o.s7

Pr>F

0.0004

V17Mean

1.4fi794872

Pr>F

0.0293

0.4073

0.2436

0.0001

0.9362

o.0311

0.2160

0.0785

0.6151

0.7316

0.0945

0.6723

Pr>F

0.0827

o.947s

0.4169

0.0398

0.4510

0.3679

0.3939

0.1218

0.5112

0.0594

0.0817

0.6723

注v1企 業v101性 別v102学 歴v104共 産党 との関係v106職 業
v110職 種v111職 務v112従 業員 大会代表 か否か
v116同 一企 業就業の家族員 の有無

v118年 齢v119勤 続年数v120月 収(奨 金 などを含 む)

表5も 同様
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表5「 経 営 方 針 、 生 産 計 画 へ の 関 与 欲 求 」 を 目的 変数 と し フ ェー ス ・シ ∴ ト

項 目 を説 明 変 数 とす るGLM分 析 の 分散 分 析 表

GeneralLinearModelsProcedure

DependentVariable:V67

Source

Model

Error

CorrectedTotal

Source

V1

V101

V102

V104

V106

V110

Vlll

V112

V116

V118

V119

V120

Source

V1

V101

V102

V104

V106

V110

Vlll

V112

V116

V118

V119

V120

DF

50

SumofMean

SquaresSquare

20.954874020.41909748

571207.30879157

621228.26366559

R-Square

O.091801

DF

8

1

4

2

5

4

7

1

1

3

8

6

C.V.

27.15827

0.36306268

RootMSE

0.6025468

TypeISSMeanSquare

9.01218659

1.5959980fi

0.30329475

0.30776928

0.82079554

0.69207291

0.63296204

0.25603159

0.423fi7001

0.51983035

4.50359524

1.88666765

1.12652332

1.59599806

0.07582369

0.15388464

0.16415911

0.17301823

0.09042315

0.25603159

0.42367001

0.17327678

0.56294940

0.31444461

DFTypeIIISSMeanSquare

8

1

4

2

5

4

7

1

1

3

8

6

7.61862106

0.7fi485480

0.57912595

0.32564053

0.77478981

0.45594609

0.64237190

0.33673307

0.48205fi63

1.46364617

4.66494910

1.sgsss7s5

0.95232763

0.76485480

0.14478149

O.1fi282027

0.15495796

0.11398652

0.09176741

0.33673307

0.48205663

0.48788206

0.58311864

0.31444461

FValue

1.15

FValue

3.10

4.40

0.21

0.42

0.45

0.48

0.25

o.7i

1.17

0.48

1.55

o.s7

FValue

2.62

2.11

0.40

0.45

0.43

0.31

0.25

0.93

1.33

1.34

1.61

o.s7

Pr>F

0.2238

V67Mean

2.21864952

Pr>F

0.0019

0.0365

0.9335

0.6547

0.8118

0.7530

0.9724

0.4014

0.2805

0.6982

0.1368

0.5195

Pr>F

0.0079

0.1472

o.sogs

0.6388

0.8301

o.sss7

0.9713

0.3359

0.2497

0.2592

0.1199

0.5195



282 奈 良 大 学 紀 要 第19号

表6「 共産党 との関係 」 と 「所属企 業に対す る態 度」 との クロス

所 属 企 業 に 対 す る 態 度
Frequency

Percent

RowPct

ColPct

共 産 党

共 青 団 員

非 党 派 層

全 身 全 霊
奮 闘

183

21.58

74.09

35.81

73

8.61

54.89

14.29

255

30.07

54.49

49.90

熱
た
事

情
れ

の
ら

通
め

普
き
仕

56

s.so

22.x7

20.22

49

5.78

36.84

17.69

172

20.28

3fi.75

62.09

生 活 の た め

仕 方 な し

8

0.94

3.24

13.33

11

1.30

8.27

18.33

41

4.83

8.76

68.33

Total511

so.Zs

FrequencyMissing=44

277

32.67

60

7.08

Total

247

29.13

133

15.68

4ss

55.19

848

100.00

STATISTICSFORTABLEOFV104BYV17

Statistic DF Value Prob

Chi-Square

LikelihoodRatioChi-Square

Mantel-HaenszelChi-Square

PhiCoefficient

ContingencyCoefficient

Cramer'eV

EffectiveSampleSize=848

FrequencyMissing=44

4

4
4
1

29.004

30.529

21.110

0.185

0.182

0.131

0.000

0.000

0.000

表6は 「共産党の活動 との関係」要因と 「所属企業に対する態度」のクロス表である。これ

を見ると共青団員は非党派層と同 じ傾向を示 していることがわかる。線は共産党員とそれ以外

のところで引かれている。これはやはり 「所属企業に対する態度」が公認イデオロギーとの親

和性を示 していると解釈で きよう。 しかし、共青団員の傾向は共産党シソパと言えども青年層

では公認イデオロギーの揺 らぎがあることを示 していよう。0方 「経営方針 ・生産計画に対す

る関与意欲」は、管理者層 と0般 労働者の断絶状況を示 しており、それが企業 ごとに大 きくば

らついている、ということは経済改革の一つの結果を示 していると思われる。なぜなら、経済

改革はその中心に企業 自主権の拡大があったか らである。 このことは、企業一工作単位に関す

る社会的意味付けに関 しても企業ごとのバラツキが出て くることを予想させる。従来の中国型

の意味付けと西側工業国にみられる意味付けとが政策作成をめ ぐる社会的争点になる可能性が

あ り、それは 〈社会的意味付けの相違という認識〉がもたれに くい故に激 しい政治的抗争に転

化 してい く可能性を捨て切れないのである。この場合、 「経営方針 ・生産計画」について 「言っ
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て もむだ」 という回答が多かったH企 業(絨 毯)とD企 業(紡 織機械)、G企 業(製 薬)は 対

照的な面をもっている。(表7参 照)つ まりH企 業は学歴水準が1番 低い企業で、DG企 業は

学歴水準が1番 と3番 目に高い企業である点である。つまり、学歴水準が高い企業 も低い企業

も両者とも断絶感が高いのである。これは経済改革の一つの社会的帰結であると考えられる。

つまり、経済改革は企業内での各人の自由度を増加 させたと思われるが、学歴水準が高い人が

多い企業ではその企業内の低学歴者に比べて自由度の拡張は不十分だと考えられ、他方、学歴

水準が低い人が多い伝統的産業分野の企業では、従来は平等的処遇の名の下に学歴の差が企業

内の発言権の差に必ず しも連動 しなかった構造が、生産効率の向上施策として導入 された企業

自主権の拡大によって各人の能力差が(学 歴の差 もその一つである)企 業内の発言権の差に結

び付き始めたことを示 していると考えられる。社会主義 とい う大枠は外すことがで きない中で

の経済 ・企業改革はこうした企業内の葛藤を今まで以上に激化させる可能性があろう。
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表7「 企業」 と 「経営方針 ・生産計画への関与欲求」 との クロス

経 営 方 針 ・生 産 計 画 へ の 関 与 欲 求
Frequency

Percent

RowPct

ColPct

A

B

企
C

D

E

業
F

G

H

1

管 理 専 決
事 項

8

0.93

8.08

8.89

11

1.27

11.11

12.22

13

1.50

13.98

14.44

12

1.39

12.37

13.33

13

1.50

13.68

14.44

9

1.04

9.09

10.00

Z2

1.39

13.19

13.33

7

0.s1

7.14

7.78
r」

0.58

5.38

5.56

協 調 し

意 見 を の べ る

66

7.64

ss.s7

13.04

61

7.06

61.62

12.06

53

7.29

67.74

12.45

51

5.90

52.58

10.08

67

7.75

70.53

13.24

56

6.48

56.57

11.07

39

4.51

42.86

7.71

44

5.09

44.90

8.70

59

6.83

63.44

11.66

い っ て もむ だ

25

2.89

25.25

9.33

27

3.12

27.27

10.07

17

1.97

18.28

6.34

34

3.94

35.05

12.69

15

1.74

15.79

5.so

34

3.94

34.34

12.69

40

4.63

43.96

14.93

47

5.44

47.96

17.54

29

3.36

31.18

10.82

Total

99

11.46

99

11.46

93

10.76

97

11.23

95

11.00

99

11.45

91

10.53

98

11.34

93

10.76

90506268864T
otal10

.4258.5631.02100.000

FrequencyMissing828

A企 業(冶 金 、1400名)、B企 業(航 空 関 係 機 材 、3000名)、C企 業(建 築 材 料 、5000名)、D企 業

(紡 績 機 械 、5000名)、E企 業(ポ ソ ベ、1000名)、F企 業(計 測 機器 、2000名)、G企 業(製 薬 、1000

名)、H企 業(絨 毯 、1000名)、1企 業(百 貨 店 、1500名)

Statistic DF Value Prob

Chi-Square

LikelihoodRatioChi-Square

Mantel-HaenszelChi-Square

PhiCoefficient

ContingencyCoefficient

Cramer'eV

EffectiveSampleSize=864

FrequencyMissing=28

ハ0

ρ0

1
⊥

1
⊥

1⊥

48.381

49.812

11.4580

0.237

0.230

0.1s7

o.000

0.000

0.000
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註

1)cf.(Goldthorpeetal1968)

また、(稲 上1981p.1～20)も 参照 の こと

2)cf.(三 橋秀 彦1990)(松 戸庸子1989p.101～103)ま た笠原清志氏 らの グル ープ もこうした方 向

性 を持 って いるよ うで ある。)

3)調 査 に関 しては、質問項 目は 日本側 が大半 を用意 し、実施 に当たっては天津社会科学 院社会学研 究所

がおこなった。中国の現状 に適 した質問項 目の作成 、選定 、質問項 目の中国語訳 な どに関 しては中国国

家経済計画委員会の研究員で ある徐海波氏 に多 くの援助 をいただいた。 また、初期 の段 階での中国語訳

に関 して金城学院大学 の中国人留学生揚麗攻 に手伝 って もらった。天津社会科学院及 び両氏 に謝 意を表

す る。

4)職 工代表大会は通常職場(車 間)単 位で選 ばれ る職工代表(従 業員代表)に よって開催 され る、形式

上は企業の最高議決機関で ある。 しか し、中国 の工場 における聴 き取 りなどか ら、実 質的には工会(労

働組合)の 指導下 にあ り、企業運営 における実質的 な役割 はそれほ どないと考 え られ る。

5)工 会は通常労働組合 と訳 され るが、 日本 も含 めた西側工業 国の労働組合 とは役割 も組織 も大変異 な っ

てい る。事実上 は各部署 ごとに配置 される党 の書記の影響下で党の宣伝 担当 と言 った役割を担 ってい る。

また、 日本 との対比で言 えば、実質的 には、生産性本部 と福利厚生 を役割 とする共済組 合を合わせた よ

うな役割 を担 ってい るよ うで ある。聴 き取 りの範囲 では、労働組合 の基 本的役割 であ るような賃金交渉

を した り、 ライソの ス ピー ドを交渉 した りす ることはないと言 って良いだろ う

6)cf.(熊 沢19721976a1976b1981)

7)中 国 の研究者 も調査 を し、分析 をす る場合、結局既存 の社会学 的手法 を使 うしかな く、それ 自体 が西

側工業諸国 におけ る社会的意味付け を含意 してお り、む しろ、 こうした事情 に気が付 きに くい と思われ

る。

8)(小 宮1989第2章)
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Summary

RecentlyChinesesocietyhashadabigsocialchange.Thisresearchistryingtounderstand

thatsocialchangeintheviewpointofindustrialworkers'labourandlifeworld.

Ifwearegoingtoappreciatetheirsocialworld,wemustinvestigatewhatmeaningthey

givetothesocialinstitutionandthesocialphenomena.Inthatsensetherearepossibilities

thatthesocialmeaningsdifferentfromourtypessticktosocialelementsinChinesesocial

world.EspeciallyitisapointwhatthebussinessactivityisinChina.SomeofJapanese

sociologistswhowereengagedintheunderstandingofsocialistsocietieshaveapproached

socialmeaningsChineseworkershavegiventotheirownbussinessenterprises‐'danwei'.

Theaimofthisresearchisthesameasthat.Wetriedtoanalizetheresultontheserverin

TianjinonFebruary1990.

Firstweconfirmedtheinconsistentattitudetotheirowncompany,thatisthestrong

identityandweekorientationtotheengagementinthebusinessorganizationalprocess.We

trytointerpretthisinconsistencyasthereflectionofnaturaldiscrepancybetweenmanagement

and'therankandfile'inChinesesocialistsociety.Inthispointweareinterestedinthe

socialmeaningtotheownbusinessenterprisewhichcausethatinconsistency.

Curioustosay,wecan'thelpconcludingthattheconception'businessenterpriseassocial

securitysystem'isvalidforthesocialmeaningwhichChineseworkersgivetotheirown

'danwei'
.Butontheotherhandwecan'tdenythepossibitiesthattherecentChinesesocial

changescausedbytheopeningandreformpolicywillbringonachangeforthatsocial

meanings.


